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Ⅰ�　本稿のねらい

非正規雇用の増加による種々の問題に対応する
ため，多様な正社員の導入が議論されている。も
ちろん，正社員，非正規社員という区分は法的に
定義されたものではないから，まず正社員をどの
ように捉えるべきかという問題があるが，2012
年 3 月 28 日厚生労働省における非正規雇用のビ
ジョンに関する懇談会によりとりまとめられた

「望ましい働き方ビジョン」においては，①期間
の定めがない，②フルタイム，③直接雇用のいず
れも満たすものを「正規雇用」，それ以外の雇用
形態を「非正規雇用」とするとともに，大企業で
典型的にみられる形態としては，上述の意味での

「正規雇用」であると同時に，④勤続年数に応じ
た待遇，⑤勤務地・職種の限定なし，時間外労働
ありの要素をも満たすイメージで論じられること
が多いとしている。そして，多様な正社員とは，
職種や勤務地，あるいは労働時間等について限定
された働き方をする労働者を想定している。こう
した正規雇用，非正規雇用のイメージについては

「多様な形態による正社員」に関する研究会報告
書も踏襲している。そこで，本稿でも正社員をそ
のようなものと捉える事とする。

労働法上の解雇規制の中核は，当初判例法とし
て確立した解雇権濫用法理 1）であり，客観的に
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本稿は，職種等を限定して雇用される「多様な正社員」を導入した場合に，解雇規制（解
雇権濫用法理）に対してどのような影響があるかという点を明らかにするものである。解
雇規制に関する裁判例を分析すると，正社員の能力不足，整理解雇共に，長期雇用システ
ムと広範な人事権を背景にして，厳格な解雇規制が課されていることが確認できる。しか
し，職種限定合意があるか専門職であって，特別な処遇がなされている場合には，解雇の
有効性における判断基準に緩和傾向が見受けられる。特に整理解雇に関しては，解雇回避
努力義務の程度に影響している。有期労働契約の雇止めについては，正社員よりも劣後し
た形で保護がなされていることが確認できる。以上から，多様な正社員に対して，契約上
限定された職が失われたことによる解雇（整理解雇）がなされた場合，職種限定が契約上
形式的になされているだけでなく，運用の実態として正社員と異なる取り扱いがなされて
いれば，解雇権濫用法理の判断基準は緩和される可能性がある。能力不足も同様であるが，
整理解雇時に能力不足を当該労働者を整理解雇対象として選定した理由とする場合には，
当該職務における職務遂行能力を基準にする必要がある。
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合理的な理由を欠き社会通念上相当でない解雇を
権利の濫用として無効とするものであった。解雇
権濫用法理は，特に整理解雇の場面においてその
有効性の判断要素が整理され，整理解雇の四要件

（あるいは四要素）と呼ばれている。また，有期労
働契約の雇止め（更新拒絶）においても一定の場
合にこの解雇権濫用法理が用いられ，雇止めが違
法とされる場合があることが確認された。この判
例法理は現在では労働契約法 16 条，同 19 条にお
いて立法化されている（整理解雇の法理については
立法化されていない）。解雇権濫用法理は，一般的
な権利濫用規制を出発点とするものであるから，
どうしてもその有効性判断において種々の要素の
総合考慮とならざるを得ない。同法理はもともと
正社員を念頭において形成された法理であるが，
対象を正社員に限定するものではないから，当然
職種・勤務地が限定された社員にも適用され，ま
た上述のように雇止めの有効性判断にも用いられ
る。

そこで，解雇規制の実体がいかなるものである
かを把握するため本稿では能力不足による解雇，
整理解雇，雇止めについての各裁判例を確認する
ことで解雇規制を概観し，そこで職種・勤務地等
が限定されている労働契約や雇止めの規制と正社
員への解雇規制との差異を明らかにし，多様な正
社員制度を導入する上での課題の検討を試みる。

Ⅱ　解�雇�規�制

労働契約の解約の原因としては，当事者の合意
による解約，当事者一方による解約，期間満了や
当事者の消滅等が考えられる。このうち，使用者
による一方的な解約を解雇という 2）。民法上，期
間の定めのない雇用契約においては，当事者双方
は原則として二週間前に予告することにより，当
該契約を解約することができる（民法 627 条）。労
働者からの一方的解約（退職）の場合には，まさ
にこのルールが適用されることになり，解約に正
当な理由などは求められない。他方，解雇の場合
には労働法上の制約がある。予告期間は 30 日に
修正され（労基法 20 条），産前産後等における解
雇制限等もある。それでも 1950 年代に解雇権濫

用法理が確立するまで，解雇に関する一般的な制
約は存在しなかった。学説においては，民法 627
条の予告期間の経過後は理由のいかんを問わず解
雇を有効と解する解雇自由説や，解雇に正当事由
がない限りその効力を認めない正当事由説，ある
いは解雇の自由を前提にしつつも民法上の一般条
項である権利濫用を用いて解雇の自由を制限する
権利濫用説等が対立し，裁判例も分かれていた。
しかし，最高裁がユニオン・ショップ協定に基づ
く解雇について争われた日本食塩製造事件 3）に
おいて権利濫用説を採用し，その後の普通解雇事
案である高知放送事件 4）において，その合理性，
社会的相当性を判断したことで，就業規則に定め
られる普通解雇事由が認められる場合でも，「当
該具体的な事情のもとにおいて，解雇に処するこ
とが著しく不合理であり，社会通念上相当なもの
として是認することができないときには，当該解
雇の意思表示は，解雇権の濫用として無効にな
る」との解雇権濫用法理が確立された 5）。この解
雇権濫用法理は，2003 年の労基法改正により労
基法 18 条の 2 に明文化され，2007 年労働契約法
制定に伴い同法に移行した。

解雇の類型は，労働者側の事情による解雇と使
用者側の事情による解雇とに区分できる。労働者
側の事情による解雇としては，労働者の職務遂行
能力を問題とする解雇がある。これは，職務の適
格性，能力不足を直接理由とする場合の他，私傷
病による職務遂行能力の低下を理由とする場合
がある。また，労働者の規律違反を理由とする
解雇もありうる。これは，企業秩序違反に対する
懲戒処分の一類型としての普通解雇と位置づける
こともできよう。これに対して使用者側の事情に
よるものとしては，企業経営上の必要性から行わ
れる解雇があるが，これも経営不振による人員整
理（究極的には会社解散に伴う解雇）の他，戦略的
合理化による仕事の喪失に基づく解雇が考えられ 
る 6）。

さらに，これ以外にも，ユニオン・ショップ協
定に基づく組合からの解雇要求に基づく解雇があ
る。また，内定・試用期間中の解雇もあるが，こ
れは留保解約権の行使と構成されるため，やや色
彩を異にする。そこで，多様な正社員と雇用保障
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の関係を検討しようとする本稿の目的から，その
働き方により解雇の判断基準に影響が及ぶと思わ
れる能力不足（適格性の欠如）による解雇，なら
びに経営上の理由による解雇を取り扱う。

Ⅲ　能力不足による解雇

1　裁判例

能力不足による解雇についての裁判所の考え方
を示したものとして，エース損害保険事件 7）が
参考になる。同事件は，未経験の職務に配転後に
指導・研修等が不十分なまま業績不十分な社員に
退職勧奨，解雇を行ったという事案で，結論とし
て解雇無効とされているが，そこで裁判所は「長
期雇用システム下で定年まで勤務を続けていくこ
とを前提として長期にわたり勤続してきた正規従
業員を勤務成績・勤務態度の不良を理由として解
雇する場合には，労働者に不利益が大きいこと，
それまで長期間勤務を継続してきたという実績に
照らして，それが単なる成績不良ではなく，企業
経営や運営に現に支障・障害を生じ又は重大な損
害を生じる恐れがあり，企業から排除しなければ
ならない程度に至っていることを要し，かつ，そ
の他，是正のため注意し反省を促したにもかかわ
らず，改善されないなど今後の改善の見込みもな
いこと，使用者の不当な人事により労働者の反発
を招いたなどの労働者に宥恕すべき事情がないこ
と，配転や降格ができない企業事情があることな
ども考慮して濫用の有無を判断すべき」と述べて
いる。すなわちこの事件において裁判所は，長期
雇用システムを前提とする正社員の能力不足によ
る解雇は，①その不足により損害が発生するか重
大な損害が発生する恐れがあり，企業から排除し
なければならない程度に至っていることが必要
で，さらに②使用者が是正のための努力を行って
も，改善の見込みがないこと，③労働者に宥恕す
べき事情がないこと，④配転や降格による対処が
不可能であることを考慮すると述べているので
あって，裁判所の基本的な判断枠組みを示したも
のといえる。

セガ・エンタープライゼス事件 8）は，正社員

である労働者を人事考課の平均点が低いことを主
たる理由として解雇した事案である。裁判所は，
労働者の業務遂行が平均的な水準に達しておら
ず，人事考課の順位は下位 10％未満であるとし
つつ，就業規則所定の「労働能率が劣り，向上の
見込みがない」という解雇事由に該当するために
は，「平均的な水準に達していないというだけで
は不十分であり，著しく労働能率が劣り，しかも
向上の見込みがない」ときでなければならないと
述べ，本件の労働者には「さらに体系的な教育，
指導を実施することによって，その労働能率の向
上の図る余地もある」から，解雇事由に該当す
るとはいえないと結論付けている。上述の①，②
から解雇無効とされた事案といえる。千代田生命
保険相互会社事件 9）は，営業成績不振の理由が
特殊な職務内容による体調不良であるとされ，解
雇が濫用に当たるとされた。上述の③が決め手と
なった事案であり，森下仁丹事件 10）は，配転や
降格による対処が可能であったとして，解雇無効
にした事案で，上述の④が決め手となった事案
である。また，東京エムケイ事件 11）においては，
二種免許を喪失したタクシー運転手の解雇につい
て，やはり配転による対処が可能であったとして
解雇無効とされている。

他方，解雇有効とされた事案には次のようなも
のがある。東京海上火災保険事件 12）は，勤務成
績不良，勤務態度を理由とした解雇が有効とされ
た事案である。勤務実績が劣悪で，離席も多く，
上司の指導によっても改善が見られなかったこと
の他，通勤途上の負傷や私傷病等を理由に 5 年 5
カ月のうち断続的に 2 年 4 カ月の欠勤があったこ
と，最後の長期欠勤前 2 年間の出社日数のうち 4
割が遅刻であったことから，出勤して労務提供す
る意思が労働者に見られなかったとされている。

職種限定の合意については，前掲・東京エムケ
イ事件において，裁判所は「当該雇用契約が職種
限定契約であるか，というとき，ある職種で雇用
した者を，使用者が本人の同意なく一方的に労働
条件や職務内容の異なる他の職種に変更するこ
とができるか，という問題と，その者が当該職
種に就けなくなったとき，使用者が解雇等により
契約を打ち切ることができるか，という問題」の
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二つがあり，両者を区別すべきとしながらも，一
般的には専門性が高いと当事者の合理的意思とし
て，前者は否定され，後者は肯定されると述べ 
る 13）。この事件では，タクシー運転手が二種免
許を喪失したことによる解雇について，高度の専
門性を有するとまではいえないとして職種限定合
意を否定しているが，職種限定合意についての裁
判所の考え方の参考になろう。職種限定合意があ
るかそれに類似する事案としては次のようなもの
がある。契約上職位が特定され中途採用された人
事本部長の解雇事案においては，下位の職位への
配転が不要であり，適格性についても人事本部長
という地位に限定して判断すれば足りるとして解
雇が有効とされた 14）。海外勤務歴に着目し，語
学力等を備えた即戦力として中途採用された従業
員の解雇につき，長期雇用を前提とする新卒採用
とは異なり，会社が教育を行う必要性ないし異な
る部署への配転の必要性はないと判断されたもの
や 15），外国の現地法人の社長として勤務してい
る労働者に対する解雇が，高額報酬，職種特定の
雇用契約であり，職種消滅を理由とする解雇は通
常の従業員よりも比較的容易に認められるとする
ものもある 16）。さらに，当該労働者をいくつか
の部署に順次配転しその適格性を判断した上，3
カ月間日常業務を免除して研修を行ったものの，
新たな部署での能力・適性に欠けるとして解雇さ
れた事案では，さらなる配置転換をせずに解雇す
るとの会社側の判断はやむを得ないものと評価さ
れた 17）。

専門職における事案としては次のようなものが
ある。内科医長として勤務してきた労働者に対す
る解雇事案 18）では，服務規律違反や資質・能力
不足による解雇であるが，原告が医師で，病院の
中でも高い地位にあったことから，病院から具体
的かつ明示的な注意や指導があまり行われてこな
かったことを重視するのは相当ではないとされ，
病院の規模では配置転換もできないことから解
雇を有効としている。その他，バスの運転手 19），
美容室の店長 20），塾講師 21）などで能力不足によ
る解雇が認められている。

2　能力不足を理由とする解雇

能力不足を理由とする解雇に関する裁判例によ
れば，正社員に対する能力不足による解雇が有効
と判断されるためには，まずなにより労働者の能
力の不足がある程度大きい必要があり，次に能力
向上の機会が十分に与えられており，さらに配転
による他の職務での労働者の活用の努力が必要で
ある。単に人事考課が低いとか，配属した部署で
の業績が不十分であるということでは足りない。
また，かような状況に至った労働者側の事情も考
慮される。

裁判所がこうした判断をする前提には，エース
損害保険事件において指摘された長期雇用システ
ムの存在の他に，労働契約の性質がある。すなわ
ち，労働契約は手段債務であり，契約内容はあく
まで使用者の指揮命令下により働くことそのもの
であって，結果としての一定の成果を挙げること
ではないから，能力不足と評価される事情があっ
ても，そのことは直ちに債務不履行を構成しな
い。むしろ能力不足に関しては使用者の指揮命令
が適切であったかどうかが問われることになる。
配置転換が可能であればそれによって労働者を活
用しなければならないということも，こうした文
脈でも理解できる。解雇を回避する手段を尽くし
てはじめて解雇が有効になるという最後の手段の
原則 22）が見受けられるのであるが，そのことは，
同時に可能な指揮命令の範囲が契約上ないし事実
上限定されていれば，解雇が有効になりやすいと
いうことも意味する。能力不足による解雇が認め
られた事案の多くは，中途採用の専門職や地位の
高い労働者の解雇であるが 23），これらの事件に
おける裁判所の判断の背景には，職種限定の合意
をストレートに認定していなくても，実質的には
当事者の合理的意思から当該雇用契約の目的を限
定し，当該職種における能力不足という点を重視
した判断を行っているのではないかと思われる。

要するに，使用者が広範な人事権（配転命令権）
を保持する場合には，労働者の能力を活かせる業
務が会社に存在する限り，能力不足による解雇が
正当化されることがないから，能力不足による解
雇は極めて限定的な場面でしか認められない。他
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方で，職種が限定されている，すなわち使用者が
人事権の範囲を限定していれば，当該職種に限定
した職務能力が問われることになり，解雇が有効
と判断される可能性がより広く生じてくることに
なる。

Ⅳ　整�理�解�雇

1　裁判例

（1）一般的な基準
企業が経営上必要とされる人員削減のために行

う解雇（整理解雇）に関し，1970 年代以降裁判所
はその有効性判断を次の四つの事項に着目してお
り，これを整理解雇の四要件（ないし四要素）と
呼ぶ 24）。四つの判断事項すべて満たしてはじめ
て解雇が有効になると考える四要件説に立つもの
と 25），うち一部の要素が補完的関係に立つと理
解するもの 26），あくまで総合判断と考える四要
素説があるが 27），この四つの視点で整理解雇の
有効性判断がなされるという点では確立した判例
によるルールであり，普通解雇よりも厳格な基準
による判断がされているといえる 28）。

こうした判断の前提には，「整理解雇は使用者
側の事情による解雇であり，労働者側の責めに帰
すべき事由がなく，他方で，終身雇用を前提とす
るわが国の企業においては，解雇回避のために企
業としてもそれ相応の努力をすべきであるのに，
何の努力もしないで解雇することは労働契約にお
ける信義則に反する」との理解がある 29）。

四要件のひとつが，人員削減の必要性である。
当初，整理解雇を行わなければ企業の維持存続
が危殆に瀕する程度に差し迫った必要性を求める
裁判例もあったが 30），現在では多くの裁判例は
より緩やかに解し，高度の経営上の必要性から人
員削減が要請されるという状況でも足りるとした
り 31），事業戦略上の経営判断でも，企業の決定を
尊重すべき等として，実質的審査を控える傾向に
ある 32）。他方，人員削減を行いつつ，新規採用や
賃金の引き上げ，部門閉鎖時に想定した人数以上
に解雇を行っている等，企業行動に矛盾が見られ
るケースでは，人員削減の必要性は否定されてい 

る 33）。また，一般的な人員削減の必要性を超え
て，具体的にどの部門で何名の余剰が生じてい
るかの把握を使用者に求め，これを超える整理
解雇につき人員削減の必要性を否定するものもあ 
る 34）。

第二の要件である解雇回避努力義務の履行（な
いし解雇を行う必要性）については，新規採用の停
止，配転，出向，一時帰休，希望退職の募集等，
解雇を回避するための措置の履行が求められる。
こうした手段を試みることなく解雇を実施すれば
権利濫用として無効になるが 35），いかなる措置が
必要になるかは，当該企業の置かれている具体的
状況による 36）。余剰人員を配転等で吸収し得ない
場合には，これを行わなくても解雇回避努力義務
の履行が認められることがある 37）。さらに，出向・
転籍についても検討すべきであると判断している
裁判例もある 38）。希望退職者の募集については，
有能な人材の流出により業務に支障をきたすとの
理由でこれを行わないまま解雇有効とした事案 39）

もあるが，人材流出の可能性が高くないこと，流
出回避の措置を取りうることから，希望退職者の
募集を経ずになした解雇につき解雇回避努力を欠
くと判断している事案もある 40）。

第三の被解雇者選択の妥当性については，裁判
所は客観的で合理的な基準を公正に適用すること
を求めており，基準が使用者の主観的なもの，抽
象的なものであると妥当でないとされる。最も効
率的かつ合理的 41），将来の活用可能性 42）などの
基準は認められない。また，基準の適用が公正で
あることも求められる。人事考課の結果を選定基
準として用いることは相当とされるが，当該人事
考課における評価の妥当性に疑問がある場合は適
用場面での合理性が否定される 43）。

第四は，説明・協議義務である。信義則上使用
者に労働組合や整理解雇対象となる労働者への説
明・協議が求められ，その内容は他の三要件につ
いての説明を含む。形式的に説明・協議がなされ
ていても，使用者が整理解雇について既定路線を
敷き，誠実な交渉を行わないという場合には説
明・協議義務を尽くしたとは評価されない 44）。
（2）正社員以外の労働者に対する整理解雇
まず，勤務実態等から正社員に近い雇用回避努
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力義務の履行が求められた事案がある。パートタ
イマーから昇格することによって「準社員」とな
るが，特に労働時間，職種・勤務地等が限定され
ていない労働者に対する整理解雇の有効性が争わ
れた事件 45）で，裁判所は，被告会社における準
社員は終身雇用制の下で雇用され，会社との結び
付きの面でも正規社員と全く同一ではないものの
これに準じた密接な関係にあるから，解雇の相当
性判断に際しては，正規社員と同様に判断するの
が相当であると述べ，解雇無効と結論付けた。同
事件においては，「準社員」の評価として，採用
手続きや昇格の基準などはさほど重視されず，職
務内容等の労務提供の実質をみて正社員と同様の
判断基準が用いられた点が特徴的である。無期労
働契約を締結しているパートタイマーである英文
タイピストの解雇事案では，裁判所は同人が余剰
人員化したことは認めつつ，当該労働者の勤務時
間は正社員より 1 時間 30 分短いだけであること，
すでに 15 年継続勤務してきたこと，以前から一
般補助事務要員としての業務を行ってきているこ
と等を指摘の上，雇用継続への期待，信頼につい
て正社員と格段に異なるものがあるとはいえない
として，他の一般事務職への配転やフルタイムへ
の転換を検討すべきで，これを怠った会社側の対
応は解雇回避努力義務を果たしていないと評価し
た 46）。

次に，職種限定の合意の存在から解雇回避努力
義務の範囲を限定的に捉えた裁判例がある。書籍
編集部編纂室の編集者に対する部門閉鎖による整
理解雇では，裁判所は労働者の雇用の目的が当該
部門での勤務であるから，労働者の雇用主である
会社側は本件解雇に当たり解雇回避努力を尽くし
たかどうかを検討する前提が欠けていると述べて
おり 47），大学，短大，高等学校等を運営する学
校法人が，学部廃止により教授らを解雇した事案
では，原告の雇用契約には特定学部の教授という
職種限定の合意があるから，当該教授に担当可能
な他の課目が存在するかどうか検討する必要はな
いと判示している 48）。

これに対して，配置転換等の申し出をしたこと
が，解雇回避努力の履行と評価されている事案も
ある。銀行の支店閉鎖に伴い，勤務場所が当該支

店に限定されていた労働者の解雇につき，裁判所
は，就業場所の限定があるからといって，人員整
理の対象者が閉鎖される支店の従業員に自動的に
決定されるものではないとしつつ，転職斡旋会社
のサービス提供を含む希望退職パッケージの提供
や，退職金の割増等で解雇回避努力義務は履行さ
れたと判断している49）。外資系企業のグローバル・
トレード・バンキング・サービス部門のアシスタ
ント・マネージャーの職についていた労働者に対
する，大幅な賃金減額を伴う一般事務職のポジ
ションを提示した上での部門閉鎖による解雇 50），
勤務地限定で一日約 4 時間の工場勤務についてい
た労働者の整理解雇 51），同じく就業場所の限定が
なされていた工場勤務の労働者の解雇 52）におい
て，裁判所はそれぞれの事案に応じて，賃金の減
額を伴ったり，労働者の希望とは異なる遠距離の
勤務地への配転の申し出を行うことにより，解雇
回避努力として足りると評価している。

他方，調理員として雇用された労働者が，調理
部門の閉鎖に伴い解雇された事案で，裁判所は経
営戦略的な整理解雇の場合は，使用者に対し，よ
り一層の厳格な解雇回避努力義務を課すべきであ
り，本件においては他部門への配置転換の可能性
を検討していないとして解雇回避努力義務を怠っ
たと判断した 53）。転居を伴わない範囲の事業場
に勤務地が限定されている地域職の正社員として
採用された労働者に対する整理解雇につき，総合
職への打診（退職金の特別加算，再就職会社への登
録あっせん）をしただけでは解雇回避努力義務を
尽くしたとはいえない 54），等と評価しているも
のもある。

2　整理解雇の有効性

以上の整理解雇法理は，もともと経営危機によ
る相当数の人員削減を念頭に構築された法理であ
るが，徐々にその適用範囲が拡大し，上記のよう
に現在では戦略的な部門閉鎖型の解雇やポストの
廃止等に伴う少数の労働者に対する解雇など，経
営上の理由に起因した解雇一般に用いられてい
る 55）。近年は整理解雇法理全般において人員削
減の必要性につき司法審査を控えようとする裁判
例や，解雇回避努力義務の履行として再就職支援
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等，解雇を前提とした不利益緩和措置を認める裁
判例が見受けられることを捉えて，整理解雇法理
がやや緩和傾向にあるとの指摘もあるが，総じて
使用者の恣意的な解雇をチェックする姿勢は堅持
しているといえる 56）。

この整理解雇法理も，正社員を念頭に構築され
てきた法理であるが，正社員以外の労働者に対し
ても適用される。ただし，裁判所は，整理解雇法
理の要件の適用場面で，短時間労働者であるとか
職種限定の合意がある等の当該契約の特質を取り
込んでいると評価しうる。注意すべきなのは，正
社員か否かというのはもちろん法的な区分ではな
いから，裁判所の判断にとって重要なのはその実
態であるということであろう。上述のパートタイ
マーの解雇について正社員との労働時間の差異に
言及した事案や，準社員の職務内容に着目し，解
雇回避努力義務の履行を求めた裁判例はこうした
裁判所の立場を示している。

職種・勤務地限定合意についても同様で，これ
が認定されれば，裁判所はその実態に応じ，解雇
回避努力義務の範囲をある程度は縮減させている
と評価しえよう。かような労働者を整理解雇の対
象とする場合，上記四要件ないし四要素のうち，
特に解雇回避努力義務の履行につき，配転命令が
使用者には不可能となる。しかし，配転を検討し
ないまま整理解雇を行うとき，解雇が有効と判断
されている事案はかなり専門性の高いケースに限
定されており，むしろ何らかの配転の申し出を行
うことが解雇回避努力義務として求められるとの
立場が裁判所の主流ではないかと思われる。職
種・勤務地が限定された労働者を整理解雇する場
合にも，実情に応じた解雇回避努力は行うべきと
いうことだろう。なお，配転の申し出を労働者が
拒絶したことを理由とする解雇を構成すると変更
解約告知となるが，ここでは取り上げない 57）。

また，解雇回避努力義務の履行として，再就職
支援等の措置を評価する裁判例もある。解雇を前
提とする不利益緩和措置の可能性を認めたものと
いえるが，再就職支援は，本来の解雇回避努力と
いう観点からは問題があるとの批判も強く，これ
をもって解雇回避努力義務の履行と評価しない裁
判例もあった。しかし，職種・勤務地が限定され

ており，配転を検討できない限り，配転等の措置
に代わって不利益緩和措置の履行を求めることに
整合性がある。

Ⅴ　雇 止 め

1　裁判例

正社員以外の労働者に対する解雇規制として，
主として問題となってきたのは有期労働契約に対
する雇止め（更新拒絶）である。解雇権濫用法理
は一定の場合雇止めに類推適用され，雇止めには
客観的に合理的な理由，社会通念上の相当性が必
要となる。このルールは当初判例法理として確立
し，2013 年，労契法の改正として同法 19 条に立
法化された 58）。それによると，雇止めはまず解
雇権濫用法理が類推適用されるかどうかという審
査を経て，これが類推適用される場合には雇止め
に客観的に合理的で社会通念上相当な理由がある
かどうかが審査されることになる。いわば二段階
の審査である。

一段階目の審査では，解雇権濫用法理の類推の
基礎の有無が問題となり，職務内容，雇用管理の
区分の状況等による正社員との相違，契約締結や
更新の状況，雇用継続を期待させる使用者の言動
等が判断要素となる 59）。

具体的には，まず期間の定めが形骸化している
など，事実認定の問題として無期労働契約と認定
されれば，当該契約に解雇権濫用法理は直接適用
されることになるが，これは理論的には雇止めの
問題ではない 60）。次に当該契約に期間の定めが
付されていると認定されても，上記の判断要素に
照らして，有期雇用の趣旨が明確であれば，正社
員と遜色ない職務に従事していたとしても解雇権
濫用法理の類推適用は否定される（クリエイティ
ブディレクター 61），客室乗務員 62），大学の非常勤講
師 63）等）。他方，当該有期労働契約が実質的にみ
て無期労働契約であって，その雇止めが解雇と社
会通念上同視できると認められるか 64），当該労
働者において有期労働契約の更新を期待すること
について合理的な理由があると認められると，解
雇権濫用法理が類推適用される。第二段階の審査
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において，解雇権濫用法理の類推により雇止めの
有効性が判断されるが，それが人員整理としての
雇止めと評価されれば，整理解雇の四要件ないし
四要素にしたがって判断される。

すなわち，雇止めに関しては，解雇権濫用法理
の類推適用の可否，次いで類推適用された解雇権
濫用法理による雇止めの適法性が問題となる。こ
の雇止めの適法性の判断基準は，無期労働契約を
締結している労働者に対する解雇権濫用法理の判
断基準と同一ではない。

雇止めの規制に関するリーディングケースの一
つである日立メディコ事件 65）で，最高裁は「臨
時員の雇用関係は比較的軽易な採用手続で締結さ
れた短期的有期契約を前提とするものである以
上，雇止めの効力を判断すべき基準は，いわゆる
終身雇用の期待の下に期間の定めのない労働契約
を締結しているいわゆる本工を解雇する場合とは
おのずから合理的な差異があってしかるべき」と
述べ，臨時員全員の雇止めに先立って，「期間の
定めなく雇用されている従業員につき希望退職者
募集の方法による人員削減を図らなかったとして
も，それをもって不当・不合理であるということ
はできない」と述べた。また，丸子警報器（雇止
め・本訴）事件 66）において裁判所は，「雇用調整
を容易にするために雇止めを機能させる」という
会社側の「期待も尊重されなければならない」と
し，「この点が期間の定めのない雇用契約の場合
と本質的に相違するところ」と述べている。多く
の裁判例でもこうした認識は共通しているが 67），
その差異につき契約期間の存在だけでなく，職務
内容に言及するものがある。例えば，高校の非常
勤講師の雇止めにつき，クラス担任や公務分掌に
入らず，クラブの指導もしないこと等に触れ，雇
止めには使用者に相当の裁量があり，その裁量範
囲を逸脱したと認められるような事情がない限り
解雇権の濫用と認めることはできないとする裁判
例である68）。また，営業職の雇止めにつき，ワー
クシェアリングの方法や再就職支援金の支払いを
申し出て希望退職を促すことで雇止め回避努力を
果たしており，本件営業職が転勤を予定していな
い職種であることから県境をまたぐ広域規模の
ワークシェアリングまでは不要であると解するも

のがある 69）。
とはいえ，有期労働契約の実態が正社員に近づ

けば，それだけ整理解雇法理の適用においても厳
格に審査される。例えば，住み込み専任管理員に
つき，使用者との結びつきは強く，非常勤嘱託と
いっても，経済変動による雇用量調整の役割を果
たすことが予定されていないとし，雇止めに整理
解雇と同様の考慮が必要であるとして雇止め回
避努力が不十分であるとして無効としたもの 70），
部門閉鎖に伴う雇止めにおいて，アルバイト社員
であっても実質的に無期労働契約と異ならない状
態にあるとして，閉鎖する部門以外からも希望退
職者を募集すべきであった等として解雇無効と判
断したものがある 71）。

また近年は更新に上限を設定する，ないし最終
更新時にこれが最終更新である旨特に合意する，
いわゆる不更新条項の有効性が争われるケースが
増加している。裁判例においては，合意を尊重す
るもの 72），解雇権濫用法理の適用に当たって総
合考慮の一内容になるとするもの 73）等が混在し
ている。

2　雇止めの有効性

有期契約を締結するということは，期間中につ
いて当事者を拘束するという合意であるととも
に，期間満了とともに当事者を契約関係から解放
するという合意であるから 74），雇止めの審査に
おいてこの点をどのように捉えるかが問題となる。

雇止めは二段階の審査であるが，一段階目の類
推適用の可否について，裁判所が職務内容，雇用
管理の区分の状況等による正社員との相違を判断
要素としていることから，実態が正社員に近けれ
ば近いほど，解雇権濫用法理の類推適用を行う必
要が高いと考えているのではないかと思われる。
この点は，解雇権濫用法理そのものは正社員であ
ると非正規従業員であるとを問わずに適用される
のであるから，類推適用の可否を判断するに当
たってこうした要素を考慮する必要があるかどう
かは疑問が残る。これらは本来二段階目の審査で
考慮すべき要素ではなかろうか 75）。しかし，い
ずれにせよ，裁判所が実態を重視し，雇止めの有
効性判断の考慮要素としていることがうかがえる。
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また裁判例は，総じて雇止めにおいて整理解雇
法理を適用する際，程度の差はあれ正社員よりも
保護の度合いが低いという認識では一致してい
る。その理由は，おそらく使用者との関係性が正
社員と異なる（採用手続や職務内容，昇進の可能性
や人事権の広狭等）ことにより保護すべき雇用継
続の期待が異なるという点と，解雇権濫用法理が
類推適用されるとしても，当該契約はあくまで有
期労働契約であり（だからこそ雇止めであって，解
雇権濫用法理は直接適用されず，類推適用される），
期間満了によって雇用契約が終了するという意味
での当事者意思が残存しているという点にあるの
であろう。使用者との関係性にのみ着目すれば，
雇用の実態によっては正社員と同様の保護が図ら
れるという結論になりうるが，当該契約が有期で
あるとの認定を前提にすれば，無期労働契約を締
結している労働者に対して保護の程度は劣後する
と解さざるを得ない 76）。不更新条項が設定され
ると，それを合意と解するにせよ総合考慮の一要
素と解するにせよ，解雇を緩和する方向で作用す
ると裁判例が解しているのは，期間の定めの意義
が強調される結果となるからである。

Ⅵ　多様な正社員と雇用保障

以上裁判例を概観してきたが，ここで簡単な検
討を加えておく。多様な正社員と現在の解雇権濫
用法理との関係であるが，多様な正社員を制度と
して導入した場合，裁判所の判断はどのようなも
のになるだろうか。従来の裁判例からみれば，例
えば職種限定契約を締結すれば，当該職種が消滅
したときに連動して解雇が有効と判断されるとい
うことにはなりそうにないが，職種限定の合意が
あるということは，なんらかの形で判断要素に取
り込まれるのではないかと思われる。

そもそも解雇権濫用法理は，その形成過程にお
いて雇用政策によって推進されたものというよ
りも，日本の集団的労使関係ないし雇用システ
ム 77）を前提として，それに適合的な法理として
裁判所が形成したものである 78）。裁判所がたび
たび長期雇用システムの存在に言及していたこと
からも，そのことは確認できよう。そこで前提と

されているのは，広範な人事権の存在と労使双
方による終身雇用という認識（期待）の承認であ
る。さらにまた，裁判例に言及はなかったが，賃
金制度（年功賃金や退職金，生活給等）により，労
使間の利益調整が長期にわたって行われるという
実態も影響を与えている可能性もある。

そうだとすると，その前提に異なるところがあ
れば，解雇権濫用法理も一定の修正が必要にな
る。解雇権濫用法理は，解雇に客観的で合理的な
理由，社会通念上相当であることを求めるもので
あって，その具体的内容が明文化されているわけ
でもなく，また権利濫用法理の性質上それは不可
能であるから，状況に応じて判断基準を裁判所が
具体化することが可能であるし，またそうする必
要がある。整理解雇の法理における四要件説と四
要素説の対立や，それぞれの要件の判断基準に関
する対立などは，そのことを示すものである。そ
して，すでに一部の裁判例は，解雇権濫用法理を
職種・勤務地が限定された労働者の解雇に対して
アレンジしてきた。

理論的には，職種・勤務地を限定する合意があ
れば使用者の配転命令権の範囲が縮減されるた
め，解雇回避努力義務の範囲が限定されるはずで
ある。実際，能力不足による解雇や整理解雇法理
による解雇の事案を全体としてみると，職種・勤
務地を限定する合意があると，解雇の判断基準が
緩和される傾向が読み取れる。すなわち，裁判所
は，準社員という名称やパートタイマーとしての
雇用形態のみでは解雇の判断基準を動かさないが，
職種限定が明確で，専門性の高い職種では，解雇
の申し出を求めるにせよその範囲を限定し，また不
利益緩和措置で足りると評価する等，解雇回避努
力義務の判断基準において緩和している。しかし，
その緩和の程度はまちまちで，必ずしも明確なも
のとは言い難い。この点，正社員と当該労働者の
相違に触れて，近似性が認められれば解雇基準を
緩和させないとする裁判例は，職種・勤務地限定
契約を締結している労働者（あるいは短時間労働者）
であっても，勤務実態等から使用者との結びつき
が強固になり，雇用継続に対する合理的な期待が
高まっているならば，解雇の基準を緩和することが
妥当でないとの判断が背景にあるといえよう。雇止
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めの事案においても，正社員との相違が解雇権濫
用法理の類推適用の基礎を考慮する上での考慮要
素となっている点は示唆的である。

このように考えると，多様な正社員を制度とし
て導入した場合，裁判所は次のような点に着目し
つつ解雇の有効性判断を行うのではないかと考え
られる。まず，職種・勤務地限定正社員の仕事が
失われる，すなわち部門閉鎖型の整理解雇対象と
なる場合，当該職種・勤務地が失われたという事
情からでは直ちに解雇を有効とはならず，整理解
雇の四要件に照らして判断されることになるだろ
う。職種・勤務地限定を契約書等に書き込むだけ
でなく，現実に使用者が広範な人事権を手放して
いれば，すなわち職種・勤務地の限定が実際の労
務提供の上で厳格に守られていれば，解雇規制を
緩和する方向での一要素になる。ただし，年功型
の賃金体系や賃金の後払いとしての退職金等で長
期雇用を前提とする賃金体系を取っている場合に
は，解雇による労働者の不利益が拡大するから，
なんらかの不利益緩和措置が求められる可能性は
残る。短時間労働者の場合には，使用者は人事権
を保持したままであるから，原則的には判断基準
は変わらないものと思われる。雇用形態などから
労働者が雇用継続を強く期待しないような事情が
あれば，それは別途考慮されえよう。

能力不足の解雇については，使用者による広範
な人事権が制約されれば当該職種での適格性のみ
が問題となるから，現在の正社員への能力不足の
解雇よりはやはり基準は緩和することになる。裁
判例がすでに専門職などにおいて用いている判断
基準を多様な正社員についても用いることが考え
られる。ただし，ここでも労務提供の実態が重要
である。また，人事考課の妥当性について裁判所
の実体審査が求められる。特定の職に対する職務
遂行能力に限定した評価がなされる必要があるか
ら，正社員に対する人事考課とはその性質を異に
しよう。このことは，整理解雇の場面において能
力不足を整理解雇対象者選定の基準にする場合に
も妥当する。

一方，多様な正社員に対する解雇基準は，一般
的には有期労働契約を締結する労働者以上に緩和
されることはないと思われる。有期労働契約の場

合，まさに有期という点から解雇基準が緩和され
ているのであって，多様な正社員が無期労働契約
を締結する限り，この点では差異があるからである。
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